
市政一新プログラム　改革項目実施計画表

項目番号 １－①

 協   働 ○
効   率
自   立

期日

改 革 項 目の
現状と問題点

改革方針

　企画財政部　広報対話室 所管室長名

改革項目

所管部・室

 〔現状〕
・広報紙は16～20ページで月１回発行し区長を通じて各戸配布している。
・市ホームページは本年１月に「各室のページ」を開設し、各所属部署から直
接情報提供できる環境を整えた。各種計画書や申請書の様式等を掲載していく
ことができるようになり、より市民との情報の共有化が図れるようになった。
・ケーブルテレビの活用は、必要に応じ特集行政番組を制作し放映している。
〔問題点〕
・改革にむけた「広報機能の強化」は、まず住民と行政が分かりあえる関係を
つくるために情報の共有化を図ることが大切である。
・広報活動には広報紙をはじめホームページ、各種の報道媒体など色々な手法
があるが、これらを有効に活用していくためには、すべての職員が広報マイン
ドを身に付け市民とのコミュニケーションの重要性を認識する必要がある。
・広報紙以外にチラシ等で情報提供していることから、印刷経費のコスト削減
等の面からも行政情報の一元化を図る必要がある。
・各室のホームページについては、各部署での取り組みにゆだねられるので情
報の質・量、鮮度といった点に差異が生じている。
・行政情報番組の提供については、現在のケーブルテレビ加入率38％の状況
と、番組を常時放送していくためには、番組制作費や放映費など市の費用負担
が大きくなる可能性があり費用対効果の面も含めて検討を要する。

①積極的な行政情報の提供と行政情報の一元化（できるだけ広報紙に掲載して
いく）による印刷コスト削減を図ることを目的に、月1回発行している広報紙
を月4回発行する。また広報紙の配布方法も併せて検討する。
②市ホームページの情報量のアップとリアルタイムな情報発信を図る。
③ケーブルテレビ活用については、当面は、特に市民に周知していかなければ
ならないものを「特集行政番組」として適切な時期に提供していく。
④広報活動についての評価分析
⑤広報活動を組織全体と職員個人の両側面で取り組む。
　職員は情報の伝達者であり、説明者であることの意識改革を進める。改革の具体的内容

住民の参加・参画
を促す双方向性の
ある広報機能の強
化。①広報紙の内
容充実と発行回数
増。②ホームペー
ジの情報量アップ
とリアルタイムな
情報発信。③ケー
ブルテレビを活用
した行政情報番組
の提供。

菅生　治郎

平成１６年３月

　広報機能の強化

理
念

目
標

市政一新の基本となるガラス張り市政の推進の
ため、広報機能の強化を図る。そのため、広報
紙、インターネット、行政チャンネル等の活用
を積極的に行う。

5



市政一新プログラム　改革項目実施計画表

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　容

目　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

－

16

 平成16年5月から積極
的な行政情報の提供
と広報の一元化を図
る目的で、新聞折込
みにより広報紙の月4
回発行を開始した。
一元化により、各所
属の印刷発注業務が
効率化された。
また、市民からの反
応として「広報紙が
毎週届くようになっ
たことで行政を身近
に感じるようになっ
た」「日曜日に確実
に届くことで、必ず
広報紙に目を通すよ
うになった」と一定
の評価を得た。

・ケーブルＴＶへ
の積極的な行政情
報の提供
・行政情報チャン
ネル（枠買取）に
ついては、費用対
効果を含め検討
・ホームページに
子ども版、英語版
を作成

17 18

○広報機能の強化
・報道媒体の活用
・広報紙の充実
・ホームページへ
の情報量アップ
・ケーブルテレビ
やＦＭ放送へ行政
情報の提供
・広報活動につい
ての評価、分析
・行政情報チャン
ネル（枠買取）に
ついては、引き続
き加入状況も含め
費用対効果を検討
し、一定の方向性
の結論を出す

広報機能の強化と
見直し改善
①ケーブルテレビや
ＦＭ放送への積極的
な行政情報の提供
②行政情報チャンネ
ル（枠買取）につい
て一定の方向性の結
論を出す

○広報機能の強化
・報道媒体の活用
・積極的な情報提
供と行政情報の一
元化（5月から月4
回発行）
・ホームページへ
の情報量アップ（4
月～）
・ケーブルテレビ
への行政情報の提
供（4月～）
・広報活動につい
ての評価、分析
（11月～）

・広報機能の強化
と見直し改善

・広報一元化とリ
アルタイムな情報
発信、広報紙月４
回発行（5月～）

－

○広報機能の強化
・報道媒体の活用
・広報紙の充実
・ホームページへ
の情報量アップ
・ケーブルテレビ
へ行政情報の提供
・広報活動につい
ての評価、分析

広報機能の強化と
見直し改善
①ケーブルテレビ
への行政情報の提
供
②行政チャンネル
の検討

－

15

○広報機能の強化
・報道媒体の活用
　（４月～）
・ホームページへ
の情報量アップ
　（８月～）
・ケーブルテレビ
への行政情報の提
供
　（４月～）

・市ホームページ
の情報量の増とリ
アルタイムな情報
発信

－

年度別
計　 画

計画に
対する
成　果

・市ホームページ
の情報量の増とリ
アルタイムな情報
発信
・広報紙の月4回発
行体制の構築

・広報機能の強化
と見直し改善
・広報一元化とリ
アルタイムな情報
発信、広報紙月４
回発行（5月～）

・ホームページに
こども版、英語版
を作成

－
600
所要

918
所要
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表

項目番号 １－②

 協   働 ○
効   率
自   立

期日

改革項目
　行政ポータルサイトの構築
　　（電子行政総合窓口の構築）

改革方針

市民への情報共有を推進するため、ホームペー
ジを更に充実していく。
・各課ホームページの充実
・各種計画書、白書等の掲載
・申請書ダウンロードの充実
・施設予約システム整備
・情報の鮮度の確保のため、掲載のスピード化
と更新の充実を図る。

行政ポータルサイト(電子行政総合窓口)の構築
住民の利便性の向上と、窓口職員数の削減によ
る費用削減のために、現在窓口でできる手続き
や情報照会のすべてをオンライン化し、“ワン
ストップ行政サービス”の窓口となるホーム
ページ「行政ポータル」を構築する。

理
念

目
標

住民との情報共有
によるまちづくりの
推進。
市民本位のサービ
スを提供し、ワンス
トップ・ノンストップ
でサービスを受け
ることができるな
ど、行政サービス
の向上を図る。

平成１６年３月

所管部・室
　企画財政部　広報対話室
  総務部　情報政策室

所管室長名
菅生　治郎
竹内　禎高

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
・平成１５年１月に、市ホームページへ「各課のページ」を開設し、さまざまな事
務事業の内容やサービスにつながる情報を、各所属部署から直接掲載できる
ようになった。このことで、各種計画書、白書等の掲載・申請書ダウンロードな
どはもとより、情報の共有化が一気に加速するものと思われる。施設予約シス
テムについては、平成１５年４月から、すべての公民館と体育施設の一部で空
き照会検索サービスを開始し、今秋にはインターネットを利用して自宅などか
ら直接予約可能なサービス提供が可能となるよう準備を進めている。

〔問題点〕
・各所属ホームページにおいて掲載する情報の質・量、鮮度といった点につい
ては、各所属での取り組みにゆだねられることから、その意識に高低が生じる
ことも考えられる。
・身体に障害のある方や高齢者も含む様々な方が「行政ポータルサイト」を利
用し易くなるようにアクセシビリティに配慮したホームページの制作を行ってい
く必要がある
・電子申請は、先行導入している国や県・他団体の利用状況が低いことから、
今後、実施効果や実施方法について慎重に検討していく必要がある。

改革の具体的内容

「７－③　ワンストップ・ノンストップサービスの実施」において掲げ
ている「選べる総合窓口」との機能融合により、電子申請手続きや電子
調達が可能な「ワンストップ行政サービス」の窓口となる「行政ポータ
ルサイト」を構築する。

「選べる総合窓口」
(1) インターネットや携帯電話・ＦＡＸなどを活用して申請・サービス
の提供を受けることが可能な「選べる総合窓口」をノンストップサービ
スで実現する｡
(2) 将来は、行政サービスだけでなく、電気・ガス等の公共サービスも
含めた市民にかかわる可能な限りの届出・申請手続きの窓口機能を持つ
ことを目標とする。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

15 16 17 18

「行政ポータルサ
イト」による総合
窓口オンライン化
の段階的実施
(公共施設予約シ
ステム本稼動)

「行政ポータルサ
イト」による総合
窓口オンライン化
の段階的実施
(電子申請・調達
等手続きの検討)

「行政ポータル
サイト」による
総合窓口オンラ
イン化の段階的
実施
(電子申請・調
達等手続きの段
階的な準備)

「行政ポータルサ
イト」による総合
窓口オンライン化
の段階的実施
・住民票、税証明
の電子申請や電子
入札等手続きの検
討及び準備
・デジタル地図に
ついては、三重県
や県内市町との共
同により整備検討
を行う

－

公共施設予約シス
テム本稼動(9月)

電子申請・調達等
手続きの検討

電子申請・調達
等手続きの段階
的な準備

・電子申請・調達
等手続きの段階的
な検討及び準備
・デジタル地図の
整備検討

・電子申請・電
子調達に向け、
組織認証基盤を
整備
・電子申請、電
子入札、デジタ
ル地図導入に向
け、三重県や市
町で共同利用で
きるよう電子自
治体情報システ
ム共同化ワーキ
ングに参加

－ －

－ － －

計画に
対する
成　果

－

公共施設予約シス
テム本稼動(9月)

組織認証基盤の
整備

・申請書ダウン
ロードのページ創
設（6月）
・公共施設予約シ
ステムの本稼動
（9月）

電子申請・調達等
手続きを実現する
ためのシステム的
な課題の検討を実
施。
（既存システムの
再構築の検討、組
織認証基盤確立の
検討、三重県及び
県内市町村との共
同利用の可能性の
検討）
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表

項目番号 １－③

 協   働 ○
効   率
自   立

期日

改革項目 　附属機関等会議の公開

改革方針

審議会等の会議の公開を推進し、会議結果の要
旨・資料等を積極的に市民に情報提供することに
より、より一層の会議の公正化、活性化を行う。
公開については、ホームページ等を活用し、ス
ピード化した対応ができる体制を構築する。 理

念

目
標

「情報公開条例」
に準じた「審議会
等の会議の公開に
関する指針」に基
づき、ガラス張り
の市政をより一層
推進し、市民への
情報公開を積極的
に行うことで、協
働の行政運営を推
進する。

平成１５年１０月
　（完了）

所管部・室   市民部  市民情報相談センター 所管室長名 吉永　美知代

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
情報公開の総合的な推進の一環として平成１２年４月から「審議会等の
会議の公開に関する指針」を定め、審議会等の会議という意思形成過程
を公開する行政システムの確立に努めているところであるが、実施機関
および職員に対し、再確認と認識を促すために情報公開条例及び審議会
等の指針を公開キャビネットに掲示するとともに、各所属長に対し周知
方を依頼したところである。

〔問題点〕
審議会等の会議は原則として公開することとなっているが、審議会等の
内容によっては公開することにより個人のプライバシーを侵害すること
となるものや、会議の公正又は円滑な運営に著しい支障が生ずると認め
られるとき等は、会議を非公開とする場合もある。また、会議の公開は
傍聴によることとなっていることから、会場に傍聴人席が１０席以上確
保ができるように努めるものとなっているが会議場の広さ等により傍聴
人が傍聴できない場合もある。
尚、審議会等の会議を開催する時は、事前に「審議会等の会議開催のお
知らせ」を市役所前掲示場に会議の内容等を掲示し公表しているが、市
民には容易に知り得られない状況である。また、審議会等の会議録等の
作成については、実施機関に義務付けられていることから、「会議の開
催のお知らせ」や「会議録の公開」については、ホームページ等を活用
し公開等が逐次できるルールづくりが必要であると考える。

改革の具体的内容

実施機関が開催する審議会等の会議の公開について状況把握に努める。
ホームページ等を利用しての公開のルール化を図る。
[市民に対して]
ホームページ等を活用し「会議開催のお知らせ」や「会議録等」の掲載
に努めるとともに、会議資料等についてもセンターに設置し、より開か
れた市政の実現に向けて積極的な公開に努める。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

18

・実施機関に対す
る周知徹底 ４月
・実施機関の状況
把握       ５月
・ホームページ等
での公開実施の
ルールづくり８月

適正に引き続き推
進

17

１０月実施

年度別
計　 画

15 16

－ － －

計画に
対する
成  果

審議会等会議の公開周知
実施機関に対し周知文書
送付
（4月）
審議会等の会議公開状況
報告書作成
（4月）
市広報6月号掲載公表
行財政改革調査特別委員
会審議
（5月16日）
行財政改革調査特別委員
会報告（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの公
開実施等のﾙｰﾙ説明）
（8月12日）
実施機関への周知
（9月）
ホームページでの公開実
施日程と会議録の公表
（10月1日）

－ － －

１０月実施済
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表

項目番号 １－④

 協   働 ○
効   率
自   立 ○

期日

情報公開制度の開示、非開示等の決定判断を統一するために市民情報相
談センター公開キャビネットに条例解釈運用基準等を掲載し、全庁的に
周知したところである。
また、毎年「情報公開制度運用状況報告書」をホームページや広報紙等
に掲載し、市民に周知しているところであるが、今後「情報公開制度の
あらまし等」についてもホームページ等を活用し、市民に情報公開等制
度の周知を図っていくとともに、実施機関に対しても積極的な情報公開
の運用とスピード化を図るように努める。

改革方針

ガラス張り市政の実現に向け、情報公開制度の
一層の充実を図る。積極的な情報開示、市民か
ら見てわかりやすい体制の整備を行うため、開
示センターの庁舎１階への移転、ホームページ
の有効活用、インターネットを利用した情報公
開請求等を行う。

理
念

目
標

所管部・室   市民部  市民情報相談センター 所管室長名

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
開かれた市政の実現に向け、本年４月から市民情報相談センターを庁舎
1階に移転し、市民の利便性が図られたところであるとともに、実施機
関に対しても積極的な情報提供と情報公開の指導を行っているところで
ある。また、情報公開のあらましや各担当部署の資料等を窓口に配置し
て、市民が利用できる様に改善したことと、さらに、毎年「情報公開制
度運用状況報告書」を作成し、市広報紙及びホームページ等に掲載して
市民に周知しているところである。

〔問題点〕
情報公開制度の開示、非開示等の決定判断は、実施機関に委ねられてい
るため、部署によっては判断が異なる場合がある。
また、公開請求についてはファックス等による請求は認めることとした
が、インターネットでの請求は認めていない現状である。
今後は、インターネットでの請求も検討する必要があると考えられる。

改革項目   情報公開・開示の充実

情報開示センター
は市民等が利用・
活用しやすい庁舎
１階が望ましいこ
とと、ホームペー
ジの有効活用等に
ついて、実施機関
が自立して公開で
きる体制づくりに
努める。

平成１５年４月
　（完了）

吉永　美知代

改革の具体的内容
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内  容

 目    標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

－ － －

情報公開制度周知
公開キャビネット掲載
（4月）
運用状況報告書作成
（4月）
運用状況報告書
ホームページ及び広報掲
載6月号
（5月）
ファックスでの公開請求受
付開始
（4月）
条例改正に伴う様式等作
成            （6月）
情報公開条例施行規則
一部改正施行
（7月1日）
情報公開条例・施行規則
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載
（10月）
情報公開請求書ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ掲載
（10月）
ｲﾝﾀｰﾈｯトによる情報公開
請求については、受付に
かかる諸問題がある為、
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上の情報公開
請求書によるFAXでの請
求（文書請求）で対応する
こととし、行政改革特別委
員会にて報告した。
（2月）

計画に
対する
成  果

部分実施（10月）

－ －

年度別
計　 画

15 16

－

10月実施

17 18

・実施機関に対す
る周知徹底
・実施機関の状況
把握
・ホームページで
の公開実施の体制
づくり
・実施機関の公開
実施
・インターネット
による情報公開請
求（10月頃）

適正に引き続き推
進
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表

項目番号 １－⑤

 協   働 ○
効   率
自   立

期日

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
「個人情報保護制度」の条例化を図るため、「名張市個人情報保護条例」を平
成15年７月１日から施行した。
 また、情報システムのセキュリティ管理に関しては、「名張市情報セキュリティ
ポリシー」を平成16年8月１2日に策定し、ID・パスワードによるログイン制御や
生体認証による入退室管理など厳正・厳密な運用管理を行っているところであ
る。
〔問題点〕
平成16年４月に「個人情報保護法」が施行されたことにより、市民の個人情報
に関する意識も高くなっていることから、職員研修等の実施及び市民へのさら
なる周知が必要である。
　一方、今日のＩＴ化 の著しい進展に伴い、個人情報の流通・蓄積が加速され
る一方で、それらを不正に利用、流出、漏えい、改ざんなど、不適正な取り扱
いが社会問題となっている。今後、さらにＩＴを活用した市民サービスを充実し
ていくにあたって、市民の個人情報保護の徹底と十分な情報セキュリティ対策
が不可欠である。

改革の具体的内容

情報セキュリティポリシーの運用を、外部監査体制も含めた定期的な評価・見
直しを行い、漸次更新を行なっていく。
〔市民に対して〕
 個人情報保護条例については、市民への周知方法として市広報紙の掲載及
びパンフレットを作成し市民への周知を実施したが、今後も機会を設け周知し
ていく。
〔職員に対して〕
 「情報セキュリティポリシー」の基本方針を実現するため、具体的な対策を「情
報セキュリティポリシー」の実施手順を順次作成しながら、物理的、技術的、人
的側面からルール化することにより、全庁的に情報システムやデータの安全性
を確保する。また、職員モラルを向上するため、研修等様々な機会を利用して
個人情報の保護や情報セキュリティの確保の重要性について周知･徹底を図
る。

「個人情報保護条
例」の施行に向け
て規則等の作成に
努める。
また、 情報セキュリ
ティポリシーの策定
により個人情報の
包括的な保護を行
う。

平成１５年８月

所管部・室
  　総務部　情報政策室
　　市民部　市民情報相談センター

所管室長名
　　竹内　禎高
　　吉永　美知代

改革項目 　　個人情報保護の推進

改革方針

条例の制定により、個人情報保護制度を確立し
ていく。
また、高度にネットワーク化した情報システム
のセキュリティを確保するため全庁的な情報セ
キュリティポリシーの策定を行う。

理
念

目
標
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

・個人情報保護条
例（７月１日施

行）

・基本方針の策定
(8月12日施行)

・窓口職員対象
内部監査の実施

計画に
対する
成　果

個人情報保護条例施行
規則及び解釈運用基準
作成（4月～6月）
行財政改革調査特別委
員会審議（5月16日）
条例施行に伴う職員研
修（6月16日～6月17
日）
個人情報取扱事務の届
出及び登録（6月）
条例周知用パンフレッ
ト作成及び公民館等を
含めて全庁的に配布（6
月）
条例解釈運用基準及び
事務処理基準を公開
キャビネットに掲載（6
月）
条例施行に伴う市民周
知広報7月号に掲載
個人情報保護審査会審
議
（7月29日開催）
セキュリティポリシー
策定体制の検討

・組織・体制の確
立、基本方針の策
定、セキュリティ
対策基準の策定、
情報セキュリティ
ポリシーの公表、
職員への研修・啓
発は実施済み
・リスク分析及び
実施手順の策定に
ついては現在引き
続き検討中

・個人情報保護
条例の経過管理
・情報セキュリ
ティについて、
職員研修や窓口
関係職員対象の
内部監査を実施
・情報セキュリ
ティポリシーの
実施手順を策定
中

ー ー ー

ー ー ー －

・個人情報保護条
例（７月１日施行）
・セキュリティポリ
シー「基本方針」の
策定

・基本方針の策定
(7月)
・セキュリティ対策
基準の策定

・リスク分析(7月)
・監査（２月）

・情報セキュリ
ティーポリシー実施
手順の策定
・全庁的内部監査
の実施

年度別
計　 画

15 16 17 18

・個人情報保護実
施機関の研修（６
月）
・個人情報保護条
例施行（７月）
･セキュリティポリ
シー策定体制の決
定・整備（６～12
月）
・基本方針の策定
（６月～10月）
・リスク分析（1月～
３月）

･セキュリティポリ
シー策定体制の
決定（５～７月）
・基本方針の策定
（５～７月）
・リスク分析（５～７
月）
・セキュリティ対策
基準の策定
（８～１０月）
・運用規程の策定
（１１～１月）
・職員への研修・啓
発（２月）

･リスク分析（４～８
月）
・実施手順策定
（４～９月）
・職員への研修・
啓発（７月・１月）
・セルフチェック
監査（１１月）
・監査体制の決
定（９～１月）
・監査（内部・外
部）（２月）

・新しい財務システ
ム、文書管理シス
テムや新総合住民
情報システムに対
応した対策基準等
の見直し及び情報
セキュリティポリ
シー実施手順の策
定
・全庁的内部監査
の実施
・職員への研修・啓
発の実施
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